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(1) 地域特性のことなる 6 都市の公共建築を対象として修繕費を予測算定した結果，必要と思われる修
繕費のレベルに対して現状では，その 3 分の l から 4 分の l 程度であり，きわめて不十分であること
を指摘している O
(2) 建物の計画的な修繕つまり改修は竣工後10年を経過した頃から増加するが， 20年を過ぎると，とく
にサッシの改修などが集中して費用がかさむこと，修繕費の約30%が雨漏りの修理であることなどを
明らかにしている。
(3) 不完全なデータから建物の寿命を推定する方法として，単位時間内における廃棄確率から寿命を推
定する方法，および現存建物の経年分布から寿命を推定する方法を提案し，累積ハザード法による推
定値とも比較，検討した結果，与えられたデータの種類に応じて適当な手法を選ぶことにより，合理
的に寿命の推定ができることを示している。
(4) 以上のような方法による算定の結果，例題とした自治体における公共建築の寿命の分布は正規分布
またはそれに近いワイブル分布型を示し，その平均値は35年から39年程度と推定され，法定耐周年数
よりは，かなり短い値になっていることを明らかにしている。
以上のように，本論文は建物の修繕費や寿命の予測について有効な方法を提案したものであり，建築計画
学および建築経済学に寄与するところが大きい。よって本論文は博士論文としての価値あるものと認める。
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